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はしがき

筆者は、大学で入札談合や入札・契約制度の研究をする傍ら、国・地
方自治体等が設置する入札監視委員会など第三者委員会に、数多く参画
する機会に恵まれた。

時代順に紹介すれば、長野県公共工事入札等適正化委員会（委員長、
平成14年から平成16年まで）、神奈川県横須賀市入札監視委員会（委員
長、平成14年から平成20年まで）、東京都立川市入札等監視委員会（委
員長、平成16年から現在まで）、農林水産省横浜植物防疫所入札監視委
員会・横浜動物検疫所入札監視委員会（委員長、平成19年から平成23
年まで）、林野庁直轄事業契約監視等委員会（外部委員、平成19年から
現在まで）、防衛省北関東防衛局入札監視委員会（委員長、平成19年か
ら現在まで）、独立行政法人水産総合研究センター入札監視委員会（委
員、平成22年から現在まで）、三重県松阪市ごみ処理施設建設専門委員
会（委員、平成22年から現在まで）、神奈川県相模原市入札監視委員会

（委員長、平成25年から現在まで）、などである。
これら第三者委員会は、筆者にとって、大学における入札・契約制度

をめぐる研究を実践する “場” であり、そして、ここで得られた「成
果」を研究にフィードバッグさせることができる、とても有意義な“場”
であった。筆者が委員長を務める第三者委員会では、筆者の提案で、委
員会での議論を踏まえて入札・契約制度の問題点を検討しあるべき改善
策を「提言」した。例えば、長野県公共工事入札等適正化委員会「長野
県の入札改革−最終取りまとめ−」（平成16年10月）、横須賀市入札監
視委員会「意見書」（平成17年２月）、立川市入札等監視委員会「提
言」（平成17年４月）、横浜植物防疫所入札監視委員会・横浜動物検疫
所入札監視委員会「提言」（平成23年６月）、防衛省北関東防衛局入札
監視委員会「提言」（平成25年６月）などである。これらの「提言」は、
すべて発案者である筆者自身が原案を執筆し、委員会での議論を経て成
案とし、各発注機関の長に具申するとともに、各発注機関のホームペー
ジに掲載されている。
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筆者が平成20年に学陽書房から出版した前著『談合を防止する自治
体の入札改革』でもそれまでに出された「提言」の内容を紹介している
が、本書では、その後に出された「提言」を含めて、その主な内容を紹
介している。このほか、本書では、筆者が体験したあるいは現地に赴い
て直接取材した数多くの事例を紹介している。その一部は前著で紹介し
た事例のうち現在でも参考になると思われるものも含めているが、多く
は新たに書き加えたものである。

本書の第１章では、入札・契約全般にわたる６課題について、第２章
では、入札・契約手続をめぐる19課題について、それぞれ問いに答え
る形で詳しく解説や検討を加え、第３章では、ごみ処理施設建設工事の
発注で、７項目の斬新な入札方式を採用し、談合を排除して100億円を
超える入札差金を獲得した「松阪方式」について、筆者が専門委員とし
て参画した経験を基に、詳しく紹介している。

本書は、国や自治体等において入札・契約業務に携わる方にとって、
大いに参考になると期待している。

　
本書は、筆者が古希を迎えたのを機に、上記フィールドワークで得た 

“成果” を集大成したものであり、国・自治体等の契約担当者等、上記
第三者委員会の委員など数多くの関係者のご協力がなければ、到底、編
纂することはできなかったと思われる。

また、本書の刊行に当たっては学陽書房編集部の川原正信氏に大変お
世話になった。

さらに、原稿の読み合わせ等の作業は、教え子である陳乾勇君（桐蔭
横浜大学法学博士・中国華僑大学法学院専任講師）の奥さんである金燕
紅さん、それに糟糠の妻である鈴木深雪に大変世話になった。

これら関係者の皆様に、心からお礼を申し上げる。

2013年10月

鈴木　満
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2　指名競争入札の長所と短所

Q
指名競争入札は、どのような場合に認められるのか。また、

指名競争入札には、どのようなメリット・デメリットがある
のか。

A n s w e r

⑴　会計法の定め

会計法上、指名競争入札が認められるのは、①契約の性質又は目的に
より競争に加わるべき者が少数で一般競争入札に付する必要がない場合、
②一般競争入札が不利と認められる場合で、具体的には政令で定めると
されている（29条の３第３項）。
「予算決算及び会計令」（以下、「予決令」という）94条では、会計法

29条の３第３項の規定により指名競争が認められる場合を、以下のと
おり、具体的に示している。

①　予定価格が500万円を超えない工事又は製造をさせるとき。
②　予定価格が300万円を超えない財産を買い入れるとき。
③　予定賃借料の年額又は総額が160万円を超えない物件を借り入れ

るとき。
④　予定価格が100万円を超えない財産を売り払うとき。
⑤　予定賃貸料の年額又は総額が50万円を超えない物件を貸し付け

るとき。
⑥　工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約でそ

の予定価格が200万円を超えないものをするとき。
なお、特命随意契約が認められる場合においては、指名競争も認めら

れる。
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⑵　地方自治法の定め

地方自治法施行令167条では、「地方自治法第234条第２項の規定によ
り指名競争入札によることができる場合」として、次の３点を挙げてい
る。

①　工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目
的が一般競争入札に適しないものをするとき。

②　その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札
に付する必要がないと認められる程度に少数である契約をするとき。

③　一般競争入札に付することが不利と認められるとき。

⑶　指名競争入札のメリット・デメリット

指名競争入札は、「不良不適格業者を排除し、信用のおける業者に仕
事を頼める」というメリットがある反面、以下のような弊害をもたらす。

第一は、指名競争入札の下では発注機関から指名されない限り入札に
参加できず、通常、指名されるのは５〜 10社に限られるから、談合を
誘発する危険性が高いということである。

第二は、発注者の恣意（裁量）性が発揮されやすい指名競争入札の下
では、「政官業の癒着」が生まれやすいということである（具体的な
ケースは13 〜 14頁で紹介）。

会計法や地方自治法では、一般競争入札が原則とされ、指名競争入札
は「例外」扱いであったが、実態はその逆で、長い間、指名競争入札が
原則とされ一般競争入札は例外扱いされてきた。これは、指名競争入札
を行う「メリット」が専ら発注者側にあったことによる。しかし、その
発注者側にもたらされる「メリット」は、実は、納税者にとってメリッ
トにならないばかりか、デメリットになるということを忘れてはならな
い。その理由は以下のとおりである。

受注業者は、発注機関から指名を受けない限り競争に参加できず、発
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注機関から指名を受けられなくなった業者が倒産に追い込まれた例もあ
る。ところが、発注機関の「指名」という行為は行政裁量であるから、
範囲逸脱や濫用がない限り、訴訟の対象にはならない。広範な裁量権を
有する発注機関が、それを背景にして常に受注業者に対して取引上優越
した地位を保ち、一方では、受注業者は、常に発注機関に対して取引上
劣位に置かれることになる。このような状況を評して、公共工事を請け
負う建設業者は自らを「請

う

け負
ま

け産業」と自嘲的に言うようになったの
である。

そこで、受注業者は、発注機関の裁量（便宜供与）を期待して、①発
注機関の契約担当者等に供応接待や贈答をする、②契約担当者等の先輩
を役職員として迎える、③政治家を通じて契約担当者等に影響力を及ぼ
すなどの “努力” をするようになる。

平成19年に問題になった防衛省元幹部と受注業者との癒着ぶりは①
に該当する。また、②はいわゆる「天下り」、③はいわゆる「口利き」
と言われる行為である。

受注業者が契約担当者等に供応等をするのは、発注担当者から一定の
便宜を受けることを期待してのことである。この場合、これに要する経
費は、受注業者が契約担当者等から得た便宜の「キックバック（割戻
金）」ともいえる。契約担当者等が「キックバック」を私的に受け取る
ケースが①であるが、これは、防衛省の例でも明らかなように、犯罪と
して摘発されるおそれがある。これに代わって多用されるのが②であり、
この方法であれば自分たちが直接「キックバック」を受け取るわけでは
ないから、犯罪を構成するおそれはない。それに中央官庁の場合は実質
的な定年が早い（とりわけキャリア官僚の大半は50歳前半までに退職
するという慣行がある）から、自分たちの退職後の職場を確保しておく
意味も含めて、受注業者やその団体に対し、自分たちの先輩の再就職を
依願するのである。そうすれば人事のローテーションが早まり自分たち
の昇進が早まるという配慮も働いている。このほか、契約担当者等が推
薦する政治家（これも「自分たちの先輩」であることが多い）の選挙の
応援を依頼するなどの方法もある。②および③の方法は、「キックバッ
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ク」を個人的に受け取るのではなく組織的に受け取る方法として多用さ
れている。しかし、「キックバック」がいずれ納入価格に転嫁され、最
終的に納税者が負担することは目に見えている。

要するに、契約担当者等がこれらの「キックバック」を受け取ること
ができたのは「裁量行政――指名競争入札制度――」の存在があったか
らである。最近、指名競争入札を復活させる動きがあるが、これを許す
ことは時計の針を逆に回すことになりかねない。

「官の調達」と「民間の調達」とはどう違うか？
民間の場合は、同業他社との競争があるから買い手が「甘い買い方」
をしていると競争に負けてしまい企業の存続も覚束なくなる。また、「甘
い買い方」をされると企業業績が悪化して株価下落や配当金が減少し損
失を被るおそれがあるから、株主はそれをさせないように常にチェック
するし、また、損害が発生した場合には株主が代表訴訟を提起する可能
性もある。さらに、企業の従業員も「甘い買い方」をすると自分達の給
料やボーナスが減ってしまうから、それをしないように努力する。この
ように民間企業の場合には、「甘い買い方」を許さない様々な「仕組み」
が用意されている。
しかし、自治体などの場合はそうはいかない。まず、他の組織との競
争は存在しないから「甘い買い方」をしても「倒産」をすることはまず
ない。また、民間企業のように「株主」が存在しないからそれに監視さ
れることもない。しかも、自治体などの職員は身分が保証されており、
業績によって給料が左右されるわけではないから「甘い買い方」をしな
いよう気を配る必要もない。つまり、自治体などは「甘い買い方を許さ
ない仕組み」が用意されておらず、「甘い買い方」をしたツケは、結局、
納税者に回されることになる。
そうならないように、会計法規という「外部的な装置」が用意されて
いるともいえる。つまり、会計法や地方自治法などの会計法規は、納税
者の納めた税金の使い方を厳格に定め、納税者の利益を守っているので
ある。
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